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可された外資系企業は、累計 30 万 4866 社であり、契約投資額は 5211 億
6400万ドル、そのうち実行投資額は 2218 億 7100 万ドルにのぼる。開業
済みの外資系企業は 14 万 5000 社を超え、その従業員も 1750 万人に達し
ている。そのうち、日本による直接投資総額が最も多く、全体の 8%とも
                                                
*本稿の作成に当たり、林敏彦先生、松繁寿和先生から多くの有益な助言を頂い
たことに感謝します。
1) 当時の状況については、小宮 [1989]、関 [1992]を参照せよ。







































                                                
4) 中国研究所 [1998] p.157 より。
5) 分業型生産組織は、日本では古くから見られ、初期には下請、さらには系列ま
たグループと呼ばれ、 80 年代には Toyota System(Best[1990])へと進化した。
その内容も支配‐被支配の関係からしだいに経済的合理性が強調され、 Best
に至っては、変化に即応しうる多品種少量生産方式上の生産革命と称賛されるよ
うに変わった。 (この間の事情については、浅沼 [1984/1993]、藤本 [1993]、橋本


























業を対象とした Otsuka et. al.[1996]の先行研究の結果6)との対比を明確に
する形で、2000 年 6 月に大連で回収された外資系企業アンケート調査結果
を用いて、企業間分業の実態を分析する。
論文の構成は、以下の通りである。第 2 節と第 3 節は、推定のモデル、
および使用するデータに関する説明である。第 4 節は、推定結果とその解
                                                
6) Otsuka et .  a l. [1996]の研究結果を要約しておくと、彼らは、分業の発達度合い
を示す説明変数に企業レベルの部品購入率というデータを用いて、 1980 年、 85
年、および 91 年の機械産業を中心とする中国国内企業 (国有企業 29 社、都市集












依存する )。ここで、Otsuka et. al.[1996]と同様に、部品購入率を用いて
企業間分業の度合い (=専業化率 )を測るアプローチを踏襲し、以下のような
コブ･ダグラス生産関数を仮定する。
　　 )(PPReLCKV gba= 　　　（１）
ここで、 V は実質付加価値、K は資本額、L は労働力を表している。C
は技術水準を表すパラメーターであり、αとβは、それぞれ資本と労働の
生産弾力性である。 eは自然対数を表している。想定する企業の生産性に
対して、K と L 以外に、部品の購入割合も影響をもたらすので、ここでは、










基づき、関数γ (PPR)を以下のような 2 次関数として特定化する。
　　 221)( PPRPPRPPR ggg += 　　　　　　　　 (2)
本論文では、部品の購入率を用いて企業間分業の度合いを測るという点
は、Otsuka et. al.[1996]を参考にした。しかし、部品の購入率の作用の仕




                                                
7) P P R の定義は、（部品購買費用 /総製造費用）＊ 100％とする。







ggbaa ++-+++= 　　　（ 3）




には従業員数を、PPR には、各企業の部品購入比率を使用する。係数 1g と
2g は、もし既述したように、部品調達率には最適値が存在するとすれば、














アンケートの配布数は 400 部、そのうち回収できたのは、 140 社で、回
収率は 35％であった。 140 社のうち、 6 割が日系企業であり、ついで、香
港、アメリカ、韓国、台湾と続く。関連するアンケートの具体的な質問項
                                                
8) 累積投資額を用いる場合、適切に実質化する必要があるが、資本財の価格指数
の入手に制約されているため、実行することができなかった。また、クロス・セ





































































   





    30     46 46     46
(注 )括弧内はｔ値、有意水準は *が 10％、 **が 5％、 ***が 1％である。
                                                
10) 使用したデータにそれぞれの産業の占める割合については付録 1 の図１およ
び図２を参照せよ。
11) 各国の割合については付録 1 の図３を参照せよ。
7　まず、基本方程式 (3)に、日系企業サンプル 30 と日系を含む全外資系企
業サンプル 46 をそれぞれ用いて推定した結果は、表 1 の第 1 列と第２列
に表示されている。これらの結果について、自由度修正済み決定係数はと
もに十分に高く、適合度の高いことを示している。しかし、これらの結果
















的に有意である。Otsuka et. al.[1996]の研究結果は、改革後の 80 年代 (80、





                                                
12) (3 )式を PPR で微分した 02 21 =+ PPRgg に 1g と 2g の推定値を代入して導出。
13) この結論は、裘 [2000]のヒアリング分析の中で取り上げた中国国有企業 (フォ
ークリフト・メーカー )の部品調達率は 66.6%（ 2 社平均）にも達している議論と














表 1 の第 1 列と第 2 列の推定結果を見ている限り、部品調達率の生産性
への影響に関しては、大きい違いが見られないが、資本の弾力性の推定値
は、日系企業の場合は 0.22 であるのに対して、全外資系企業の場合のそ






係数ダミー（ 1DUM ）を導入する。具体的に、 1DUM × ln (K/L)と 1DUM ×
ln (L)を加え入れて推定した。日系企業に資本集約的企業が多ければ、
ln (K/L) 1DUM の係数推定値の符号が正で、ln (L) 1DUM の係数推定値の符号
が負のはずである。










(Jensen & Meckling [ 1976]) 14)。
                                                                                                                                              
を重視するといった消極的、受け身的な対応策が多いことが判明した。したがっ













の 2DUM の係数 )は統計的有意水準には達しなかった。
最後に、アンケート調査からもう一点分かったことは、長期的取引関係





　　　項目 (回答者数 ) 　あり（社数・割合） 　　なし (社数・割合 )
原材料調達、品質管理へ
(42)
　　　 29 社、 69％ 　　 5 社 11.9％
部 品 品 質 管 理 へ の 指 導
(40)
　　　 24 社、 60％ 　　 6 社 15％









                                                                                                                                              
締結は不可能なことであるので、あらゆる契約があったとしても、問題を完全に
解決することはできない。 (詳細な議論に関しては Milgrom & Roberts [1992]、

























































(1 )  設立年　              　操業開始年
(2 )  資本形態　該当するものに丸を付して下さい。(b)(c)の場合は出資比率
が決まっていればご記入下さい。
 1. 他国との合弁企業 出資比率  中国  ：（国名     ）＝（     ）:（    ）
 2. 他国との合作企業 出資比率  中国 ：（国名   ）＝（     ）:（    ）
 3. 外国独資企業 国名：（                  ）
(3 )  業種　主要なもの１つに丸をおつけ下さい
1) 土木・建築 6) 金属工業 11) 不動産開発経営
2) 食料品 7) 普通機器 12) 倉庫・運輸
3) 繊維製品 8) 輸送用機械 13) 娯楽・飲食
4) 木材・紙・パルプ 9) 電気・電子・通信機器
5) 石油・化学工業 10)その他製造（　     ）
14) その他サービス
   （           ）
(4 )  売上高・投資金額　当てはまる数値に丸をおつけ下さい。
売上高 1) 3000 万元以下 2) 3000 万～ 5000 万元 3) 5000 万～ 1 億元
4) 1 億～3 億元 5) 3 億～5 億元 6) 5 億～10 億元
7) 10 億元以上
◇投資金額をご記入ください。　　　　万元  または　　　　　　万ドル
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2) 10～ 15 社
3) 15～ 20 社
4) 20～ 25 社






2) 40～ 50 社
3) 50～ 60 社
4) 60～ 70 社
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